
上場株式等（公募株式投資信託を含む。）の譲渡益及び
配当の課税について（個人）

【改正前】 平成21年４月

H22

上場株式等の譲渡損と配当の損益通算
H２１．１～ 確定申告による対応

H２２．１～ 源泉徴収選択口座（特定口座）内における
損益通算を可能に

【特例措置】
上場株式等の譲渡益 １０％
（５００万円以下の部分）
上場株式等の配当 １０％
（１００万円以下の部分）

【原則】 ２０％

H21

－損益通算

２０％１０％

税率

H24．１～H23～H20．12

～H20．12 H21 H22 H23 H24．１～

税率 １０％
１０％（３年間延長）

２０%

損益通算 － 上場株式等の譲渡損と配当の損益通算

H２１．１～ 確定申告による対応

H２２．１～ 源泉徴収選択口座（特定口座）内における

損益通算を可能に

【改正後】平成２１年度税制改正

（注）恒久的施設を有しない非居住者並びに内国法人及び外国法人が支払を受ける上場株式等の配当に対する軽減税率（７％）は、平成23年12月31
日まで延長（【改正前】平成21年３月31日まで）
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証券税制（平成証券税制（平成2121年度税制改正）の概要年度税制改正）の概要
平成21年４月

○平成21年3月31日に、「所得税法等の一部を改正する法律」等が公布されました。

○同法の施行に伴い、上場株式等（公募株式投資信託を含む。）の配当所得及び譲渡所得等に対
する軽減税率の適用期限が平成23年12月31日までの間、延長されました。

１ 上場株式等の配当所得及び譲渡所得等に対する税率の特例の見直し
平成21年１月１日から平成23年12月31日までの間の上場株式等の配当所得及び譲渡所得等に対する税率
を７％（住民税とあわせて10％）軽減税率とする。

２ 上場株式等の配当等に係る源泉徴収税率等の特例の延長
（1）平成21年１月１日から平成22年12月31日までの間に居住者又は国内に恒久的施設を有する非居住者に対
して支払う上場株式等の配当等に係る源泉徴収税率に対する７％（住民税とあわせて10％）軽減税率の特例
を１年（平成23年12月31日まで）延長する。
（2) 国内に恒久的施設を有しない非居住者又は内国法人若しくは外国法人に対して支払う上場株式等の配当等
に係る７％軽減税率の特例を平成23年12月31日まで（改正前：平成21年３月31日まで）延長する。

３ 源泉徴収選択口座における源泉徴収税率の特例の延長
平成21年１月１日から平成22年12月31日までの間の源泉徴収選択口座における源泉徴収税率に対する７％
（住民税とあわせて10％）軽減税率の特例を１年（平成23年12月31日まで）延長する。

【出所】
平成21年度税制改正の要綱：http://www.mof.go.jp/seifuan21/zei001_a1.htm
所得税法等の一部を改正する法律：http://www.mof.go.jp/houan/171/houan.htm#sy3
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